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観測史上初めて北日本に上陸した大型台風に対し、 

国民は、どのように行動し、何を考えたか。 

 

～ 気候変動の顕在化とその対応策を考える ～ 
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はじめに 

 

 2016 年は、例年よりも増して極端な気象現象の年であった。これを気候変動の影響だと言わ

れれば、誰もが納得する年であると思う。 

 始まりは、台風が 6月末まで１つも発生しなかったことであった。このことは観測史上も 20 年ぶ

りのことであった。その影響もあって、関東地方は渇水になって取水制限も行われた。東日本が

渇水問題に揺れる中で、西日本は梅雨前線の影響もあって 6 月から 7 月までだらだらとした雨

が続いている。 

 台風は、7月に第一号が発生し、後は立て続けに起こっている。これまでは、赤道上で熱帯低

気圧が発生し、徐々に成長しながら台風になって、日本に襲来することが一般的であったと思

う。今年は、早い時期に日本近海の海面水温も高く、特に東北から北海道沖合は、平年よりも数

度高い状態にあった。このことは断続的に日本を襲うに至った台風災害の予兆であったのかも

しれない。 

 今年は、迷走台風・近海で台風発生・初めての東北上陸・日本海で温帯低気圧に変化など

様々なフレーズが報道や新聞紙上で使われたように、異常な気象環境にあったと考えている。 

 この調査レポートは、台風第７号～第 11 号が初めて北日本を直撃し、多大な被害を与えたこ

とに対して、台風が発生し近接する中で国民は何を考え、どのような行動を行ったのか、また台

風第 10 号では、東北地方や北海道地方で人的被害を発生させたことから、台風第 10 号に対

する国民の防災意識・行動調査を実施し、その結果をとりまとめたものである。 

さらに多くの人々が感じている「雨の降り方がおかしくなった」ことについても、気象庁アメダス

観測所のデータを基に分析し評価してみた。 

筆者は、個人的な見解ながらも、このような異常気象は毎年のように起こると考えている。そ

の意味で被害の軽減に繋がる対応策（適応策）を私たち国民が真剣に考えておくべきものと考

えて、この調査では、対応策（適応策）についても、回答者の考えを聞いている。 

なお本調査報告は、速報であり、引き続き分析を続けていくことを明記しておくものとする。 

（速報値でもあり、今後 分析を深めることによって変更となる可能性もある） 

 

                      2016 年 11 月 11 日 

文責 CeMI 環境・防災研究所 副所長 松尾一郎 
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１章 気象と被害概況 

1.1 2016 年 8月に北日本を襲った台風 

今年（2016 年）は、1998 年以来であるが台風の発生しない月が 6 月まで続いていた。日本近海

は、早い段階から海面水温が高い状況が続き、台風が発生しても勢力を維持しながら近づくなどの

環境は整っていた。 

そのような中で8 月に相次いで発生した台風第 7 号・第 9 号、第 10号、第 11号は、中には迷

走しながら長い時間をかけて日本各地に大雨をもたらした。北海道に 3 つの台風が上陸したことと

台風第 10 号のように東北地方太平洋側に上陸したことは、気象庁が 1951 年に統計を開始して以

来、初めてのことであった。 

 下図は、各台風の経路を示したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらの台風によってもたらされた雨は、東日本を中心に記録的な大雨をもたらし、8 月 16 日か

ら 31 日までの総降水量は、北海道上士幌町で 858.0 ミリ、静岡県伊豆市で 812.5 ミリ、福島県福

島市で 777.5 ミリ、埼玉県秩父市で 683.5 ミリとなるなど、関東地方や北日本を中心に総降水量 

 

 
図１－１ 各台風の進路   出典；気象庁ＨＰ 
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600 ミリを超える大雨となった所も多く、関東地方や東北地方で は 1 時間に 80 ミリ以上の猛烈な

雨を観測した所もあった。 
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1.2 はじめて北日本に上陸したコースをとった迷走台風第 10 号 

台風第 10 号は、はじめから今までに無いような台風であった。まず発生が、関東沖合の小笠原

諸島付近で 8 月 19 日とかなり早かった。その後太平洋高気圧の張り出しの影響を受けて我が国の

沖合を西に移動し、南シナ海まで南下し、そこで成長した後、進路を反転させ東に進め回り込むよう

に関東の沖合から東北を目指す、進路をとった。 

 

       図 1-2   台風第 10 号の辿った進路 

出典；気象庁ＨＰ 

迷走台風と名付けたように進路も日替わりであった。当初は、関西から関東直撃コースをとった。

それから徐々に三陸沿岸へ直撃するコースに変わっていっている。 

 

 

 

 

 

 

8月 25日時点の進路予想 

出典：気象庁ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 
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その後 台風第 10 号は、8 月 30 日（火）18 時頃に暴風域を伴ったまま岩手県大船渡市付近に

上陸し、北北西に進み 21 時には函館市南西の日本海に抜けて 31 日 0 時に温帯低気圧に変わっ

ている。 

 

 

8月 28日時点の進路予想 

出典；気象庁ホームページ 

8月 29日時点の進路予想 

出典；気象庁ホームページ 

8月 30日時点の進路予想 

出典；気象庁ホームページ 
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1.3 台風第 10号による記録的な大雨 

台風第 10号はこれまでに日本付近に上陸した台風と比べ、明らかに以下の点が特異であった。 

 

  勢力を保ったまま（960hPa程度）で、東北地方に上陸するような進路をとった台風は過去に例

がなかったこと。 

  台風の西側、西日本には上空に寒気を伴った明瞭な低気圧が南下して来ており、台風の接

近、上陸時に、台風と上層の寒冷低気圧の組み合わせが現れたことはなかったこと。 

 

このように、台風第 10 号は、これまでの台風とは進路が異なるだけではなく、上層の気圧配置な

どがこれまでと異なり、過去にはなかったような災害が起こる可能性もあった。 

その意味で想定外ということではなかったのである。 

気象庁は、この台風によってもたらされた降水量を等雨量分布図にして岩手地方、北海道地わけ

て公表している。これによれば岩手県は、岩泉町を中心に太平洋沿岸エリアに局地的に猛烈な雨

を観測し、総降水量(約 2日間)は久慈市下戸鎖で 278 ミリを記録した。 

 

図 1-3 岩手県内の等雨量線分布図 （気象庁公表資料） 

 

また北海道地方は暖かく湿った空気の流入もあって、29 日から太平洋側東部を中心に雨が続き、

31 日までの総雨量は、特に日高山脈周辺で 300 ミリを超える大雨となった。 
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図 1-4   北海道内の等雨量線分布図 （気象庁公表資料） 

 

また北海道内の主な地点における降水量は、以下のようであった。 
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1.4 台風第 10号による被害の概況 

 内閣府発表の「平成 28 年台風第 10 号による被害状況等について」によれば、台風第 10 号にか

かる被害集計は、下表のようである。 

           表１－１   人的被害・物的被害（9 月 16 日 消防庁発表） 

 

 

 

上記 被害のうち死者・行方不明者について公表資料や報道資料等から要因や被害様子を整

理すると以下のようである。 

表 １－２  死者・行方不明者の状況整理（公表および報道資料から） 

道県 被災場所 人数 被災状況 

北海道 大樹町 1(20 代) 31 日午前 1 時 40 分頃 河川の流量観測に来ていた建設コンサル

タンツ職員 3 人が乗った RV 車が道道ﾇﾋﾞﾅｲ川の橋が落橋してい

たため車毎 転落し 1人死亡。 

新得町 1(70 代) 31 日未明ﾊﾟﾝｹｼﾝﾄｸ川の神社橋で男性が運転していた車が橋か

ら転落 

清水町 1(70 代) 31 日午前 2 時 10 分頃ﾍﾟｹﾚﾍﾞﾂ川の国道清見橋で落橋した橋から

男性 1人が運転していたワゴン車が転落。行方不明 

清水町 1(63 歳) 久山川の増水で自宅毎 流される、行方不明。 

岩手県 岩泉町 ９ 乙茂の「高齢者福祉施設楽ん楽ん」で入所者 9 名が小本川のはん

濫水に巻き込まれて溺死。 

岩泉町 1(70 代) 穴沢にて男性が、増水した川に流され死亡確認。 

岩泉町 1(70 代) 乙茂にて男性が、心肺停止状態で発見し、その後死亡。 

岩泉町 1(50 代) 乙茂にて男性が、溺死。 

岩泉町 1(40 代) 岩泉にて女性が、溺死。 

岩泉町 1(90 代) 中里にて女性が、溺死。 

岩泉町 1(60 代) 浅内にて女性が、溺死。 

岩泉町 1(60 代) 岩泉にて男性が、溺死。 

岩泉町 1(70 代) 井野にて男性が、溺死。 
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岩泉町 1(50 代) 二升石にて男性が、溺死。 

岩泉町 1(70 代) 二升石にて女性が、溺死。 

岩泉町 2 女性が、行方不明 

宮古市 1 男性が、行方不明。 

         

表 １－３  負傷された方々の状況整理 

道県 被災場所 人数 被災状況 

青森県 八戸市 1(60 代) 男性、自宅屋根から転落し、足を骨折。 

 青森市 1(70 代) 風に煽られて男性が、脚立から転落し、足を骨折。 

 青森市 1(80 代) 女性が、風に煽られて転落し、左腕を骨折。 

秋田県 鹿角市 1(50 代) 男性がハシゴから落下し、足を骨折。 

宮城県 名取市 1(70 代） 女性が自宅で強風に煽られてドアに挟まれて中指切断。 
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２章 調査速報 

2.1 調査の背景 

迷走台風第１０号は、関東沖合北沿岸に上陸し、北海道も含め広域な被害をもたらした。そのよう

な中で国民は、何を考え、どのような防災行動をとったのか、さらに災害後の防災意識などを把握す

るためにインターネットアンケートを実施した。  

 

(1) 調査期間 平成２８年９月２２日～２４日 

(2) 調査方法 インターネットを使ったＷEB 環境による記入回答方式 

(3) 調査地域 首都圏 東京都、千葉県、茨城県 

        東北地方 宮城県、岩手県 

        北海道 宗谷地方、檜山地方、上川地方、空知地方、石狩地方、十勝地方、 

根室・釧路地方、網走・北見地方、胆振・日高地方 

(4) 調査サンプル  居住地域でスクリーニングを実施。 

                表２－１   調査対象地域と回答者数一覧 

区分 回答者数 男性 女性 

東京都 １１１ ７７ ３４

千葉県 １１３ ８０ ３３

茨城県 １１３ ８７ ２６

宮城県 １１２ ７３ ３９

岩手県 １１３ ６８ ４５

北海道 宗谷地方 ３４ ２０ １４

北海道 上川地方 １１１ ７８ ３３

北海道 空知地方 １０５ ６２ ４３

北海道 石狩地方 １１３ ６４ ４９

北海道 十勝地方 １０９ ６５ ４４

北海道 根室・釧路地方 １０６ ６６ ４０

北海道 網走・北見地方 １１０ ６６ ４４

北海道 胆振・日高地方 １１１ ６４ ４７

北海道 檜山地方 ２６ １７ ９

総計 1,387 ８８７ ５００

(5) 調査機関 CeMI 環境・防災研究所 
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2.2 調査項目と調査結果 

 ここでは、調査項目と回答について単純集計したものを速報として記載する。 

平成 28 年 8 月の台風第 10 号に関する防災行動調査票 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スクリーニング調査 

【設問１】あなたが現在暮らしている地域を下記の中から選んでください。調査対象の居住地域 

     ○ 東京都   ○ 千葉県   ○ 茨城県   ○ 宮城県   ○ 岩手県  

     ○ 北海道 宗谷地方 ○ 北海道 上川地方  ○ 北海道 空知地方  ○ 北海道 石狩地方 

     ○ 北海道 十勝地方 ○ 北海道 釧路・根室地方  ○ 北海道 網走・北見地方 

  ○ 北海道 胆振・日高地方  ○ 北海道 檜山地方  

【設問２】台風第 10 号は、8 月 28 日（日）くらいから関東～東北を直撃するとの報道がなされ 8 月 30 日に岩手県大

船渡市付近に上陸しました。この台風に対するあなたや家族の防災行動や対応についてお聞きします。次の

中から該当すると思うものを選んでください。 

① 台風に注意し、必要な防災対応や行動を行った。 →【本調査へ】 

② 台風を注視し、避難の準備や備えを考えた。 →【本調査へ】 

③ 関心を持っていた。 → 【本調査へ】 

④ 何もしなかった。 

⑤ 知らなかった。 

調査の目的： 

平成 28 年（今年）8月 30日(火)から 31 日（水)にかけて東北から北海道地方を襲った台風第 10号は、8月 20 日に小笠原諸

島付近で台風になってから沖縄方面に向かい、その後 26 日に 180 度の方向を転換し、関東の沖合を北上し、岩手県を直撃し東

北を縦断し日本海に抜け、31日 00時に温帯低気圧に変わった、非常に珍しい迷走台風でした。この間 東北から北海道に記録

的な豪雨をもたらし、岩手県久慈市や岩泉町で１５名（うち岩泉の高齢者福祉施設で９名）、さらに北海道では４名の方が氾濫

した洪水に流され、犠牲となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典；気象庁
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Ｑ１．台風第 10 号は、発生してから日本の南海を沖縄方面に向かって西に移動し、そこで成長し、その後反転し関

東の沖合を目指すなど迷走していました。テレビ等では、早い段階から台風情報や備えなどを注意喚起していまし

た。あなたは、それを見聞きしてどのように思われましたか。 

１． 大変なことが必ず起こると思った。  → Ｑ２  

２． 何かが起こるかもしれないと思った。  → Ｑ２ 

３． 注意しなければと思った。    → Ｑ２ 

４． 特に何も思わなかった。   → Ｑ５ 

 

 

 

Ｑ２．思われたことは、どのようなことでしたか。あなたが思ったことに近いものを選んでください。（○はいくつでも、その

中で一番強く思ったものを◎ひとつ） 

 １．低い土地や道路で浸水する被害が出るかもしれないと思った。 

 ２．どこかの河川が氾濫や決壊することがあるかもしれないと思った。 

 ３．どこかで土砂災害が起こるかもしれないと思った。 

 ４．ご自宅や廻りが強風で被害が出るかも知れないと思った。 

 ５．ご自身や家族に影響のあることが起きるかもしれないと思った。 
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 ６．ご自身や家族の通勤や通学に影響の出ることがあるかもと思った。 

 ７．ご自身や家族が避難するようなことになるかもと思った。 

 ８．特に具体的なことは思い浮かばなかった。 

 ９．その他（具体的に記載ください；                ） 

 

 

 

Ｑ４．何かが起きると思われたのは、いつ頃でしたか。（○はひとつ）    

 １．台風のことが報道されはじめた 8月 28 日頃から 

 ２．台風の上陸する前日 29 日から 

 ３．台風の上陸した 30 日から 

 ４．台風による風が強まりだした頃から 

 ５．分からない 
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Ｑ５．そのように思った「きっかけ」は、何でしたか？次の中からきっかけとなったものを選んでください。（○はいくつで

も、その中で一番強く思ったものを◎ひとつ） 

 １．テレビやラジオのニュース内の台風や気象解説 

 ２．テレビやラジオのアナウンサーのよびかけ 

 ３．テレビやラジオの気象台や専門家の解説 

 ４．テレビ等で放送される気象台発表の警報 

 ５．テレビ等で放送される河川の洪水予報 

 ６．「ＪＲや私鉄の運行見合わせなど」のニュースが放送された 

 ７．新聞の解説記事 

 ８．インターネット経由で調べた情報 

 ９．地元の自治体の避難勧告、避難に関する情報 

 １０．近所の人からの声かけ 

 １１．家族内での話し合い 

 １２．その他（具体的に；                ） 
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Q6 何かが起こると思った「きっかけ」のうち、一番強いきっかけを１つお選びください。 

 



 CEMI環境・防災研究所 研究レポート
 

CEMI © ICHIRO MATSUO 17

 

Ｑ７．あなたがご自身や家族を守るために行った防災行動について当てはまるものを選んでください。(○は、いくつも) 

 １．詳しい台風情報をインターネット等で調べた。 

 ２．台風が最接近する時間帯は、外出を控えた。 

 ３．雨戸を閉めたり、戸締まりをしっかりした。 

 ４．風で飛ばされやすいものを片付けた。 

５．家族で台風や避難のことを話し合った。 

 ６．学校の休校について確認した。 

 ７．会社の通勤について確認した。 

 ８．車を安全なところへ移動させた。 

 ９．避難の準備をした。 

 １０．2 階や高いところへ一時的に移動した。 

 １１．自宅は、もともと安全なところにあるのであまり気にしなかった。 

 １２．指定の避難所へ避難した。 

１３．何もしなかった。 

 １４．その他（具体的に記載ください；                ） 

 

 

 

Ｑ８．テレビやラジオの放送内で台風の強さを示す言葉として以下のような表現が 

使われました。この中であなたが最も危機感を持った表現をひとつ選んでくだ 

さい。（○はひとつ） 

１．猛烈な台風      ２．非常に強い台風     ３．最悪のコース 

４．ここ 10 年で最大クラスの・・ ５．警報級の大雨  ６．史上初のルート 



 CEMI環境・防災研究所 研究レポート
 

CEMI © ICHIRO MATSUO 18

 

 

 

Ｑ９．広域な災害の恐れがある場合にどのような発表であれば「危機感」を持ったりり、「必ず避難すべき」と考えます

か。（○はひとつ） 

１． 従来通りに市町村長が避難の呼びかけを行った場合 

２． 県知事、などが避難の呼びかけを行った場合 

３． 気象庁の特別警報が発表された場合 

４． 防災大臣が国民へ危機感を伝えた場合 

５． 総理大臣が国民へ事前に災害宣言を行った場合 
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Ｑ１０．昨年から今年にかけて台風や大雨で、あなたやご家族が何らかの被害を受けましたか。該当するものを選ん

でください。（○はいくつでも） 

１．全く被害を受けなかった            ２．床下に浸水した          

３．家屋の畳・床が浸水した（床上浸水）    ４．家財道具が水に浸かった         

５．停電が発生した           ６．風でガラスが割れたり、物が飛ばされたりした。 

７．屋根の瓦やトタンがめくれたりした      ８．車・バイクが水に浸かった 

９．地下室が浸水した               １０．けがをした。         

１１．その他の被害（具体：                      ） 

 

Ｑ１１．あなたの自宅やお住まいの地域で、床上浸水のような浸水被害が発生する危険性はどの程度あると思います

か。 

１．浸水したことがある   ２．危険性は高いと思う   ３．ある程度の危険性があると思う 

４．危険性は低いと思う  ５．危険性はないと思う 
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Ｑ１２．あなたのご家庭では、水害に直面した（あるいはしそうになった）場合、どのようなことが心配ですか。あなたの

心配に近いものを選んでください。 

（○はいくつでも） 

１．自分のいる地域の危険性が分からない 

２．避難するタイミングが分からない 

３．避難すべき場所が分からない 

４．交通機関の運行や通行止めなどの交通情報の入手方法がわからない 

５．水害時の防災情報の入手方法が分からない 

６．地下室や地下駐車場への浸水 

７．子供や高齢者などの安全確保や避難支援をどうするか 

８．水害への対策をしているので、心配はない 

９．水害の心配のない地域に住んでいる 

１０．その他（具体的に：                     ） 

 

 

 

Ｑ１３．あなたは、台風や大雨の際に一番ほしいと思う情報は何ですか。次の中から必要な情報を選んでください。

（○は３つまで） 

１． 地域や流域の上流で降っている雨の量、あるいは降りそうな雨の量。 

２． 気になる河川の映像や水位に関するリアルタイム情報 

３． 堤防の天端まであとどの程度の余裕時間があるか 

４． 自分が避難すべきかどうか、科学的な防災情報 

５． 自治体から発表されている防災情報、避難情報 

６． 気になる河川の水位の予想 

７． ハザードマップなどの自宅や通勤・通学先のリスク情報 

８． その時に自分がいる場所の危険性が解る情報 

９． 自分や家族が行う防災行動はなにか 

１０．  その他（具体的に                 ） 
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Q14 台風の接近時に自治体からは、避難準備情報や避難勧告、避難指示といった避難に関する情報が発表されま

す。あなたは下記３つの避難情報が発表されることや求められる行動を知っていますか。あなたの考えに近いもの

を１つお選び下さい。 

       

【避難準備情報】 

高齢者や体の弱い人は立ち退き避難するとともに、健康な人も立ち退き避難の準備を整え、可能であれば自発的に 

避難を開始する。 
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【避難勧告】 

予想される災害に対応した避難場所へ立ち退き避難する。ただし、立ち退き避難することが危険と自ら判断する場 

合には、「緊急的な待避場所」への避難や「屋内での安全確保措置」をとる。     

 
【避難指示】 

避難の準備や判断の遅れ等により、立ち退き避難を躊躇していた場合は、直ちに立ち退き避難する。ただし、立ち 

退き避難することが危険と自ら判断する場合には、近隣のより安全な建物等への避難や、屋内でもより安全な場所へ 

移動する安全確保措置をとる。     
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Ｑ１５．次の文に書かれている意見について、あなた自身のお考えはどちらのほうに近いですか。それぞれについてあ

てはまるものを 1 つずつ選んでください。 

 

 
 

Ｑ１６．あなたは、大雨時に自治体から避難の呼びかけが行われた場合、道路の水位がどの程度だったら指定の避

難所へ避難するのをためらいますか。（○はひとつ） 

１．くるぶし程度 

２．ひざのあたり 

３．腰のあたり 

４．胸のあたり 

５．分からない 
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Ｑ１7．あなたは、大雨で「自治体から避難勧告や指示」が発表されたときにどうしますか。次のなかからあなたの考え

に近いものを選んでください。 

１． マンション等の高層住宅なので自宅いて外出を控える。（在宅避難） 

２． いつも自宅の2階への垂直避難を考えている。 

３． 外がくらい時に避難の呼びかけがあっても外は危険なので自宅にいる 

４． 明るいうちならば自治体が指定している避難所に避難する。 

５． 自宅に一人で避難出来ない体の弱い者がいるので容易に避難出来ない。 

６． 災害の危険性がないところに住んでいるので避難はしない。 

７． どのような行動をすべきか分からない 

８． その他（具体；                      ） 

 
 

Ｑ１8．あなたが住んでいる地域の防災力を高めるためには、何が必要だと考えますか。次の中から重要と思われるも

のをお選びください。（○はいくつでも） 

１．住民の災害や防災に対する意識を向上させる 

２．地域での防災活動を率先して行うリーダーを育成する 

３．住民間のコミュニケーションを活発にする 

４．行政が地域の防災活動への財政支援を行う 

５．勤務先の地域貢献（消防団活動や防災活動）への理解を高める 

６．勤務先で防災知識を習得する機会を設ける 

７．地域の事業所や商店が防災活動に関して連携する 

８．近隣の町内会と連携して防災活動を行う 

９．防災専門家が地域での防災活動を支援する 

１０．その他（具体的に：                    ） 

 

 

Ｑ１9．洪水や水害の危険がある地区内に、一人で避難することが出来ない要支援者がいます。このような方々の避 

難はどのようにしたらよいと思いますか。あなたの考えにもっとも近いものを選んでください。（○は、ひとつ） 

１． 同居する家族が対応すべきだ 

２． 町内会や自主防災会など地域で役割を考えるなどしていくべきだ 

３．家族や地域と行政が連携し考えていくべきである 

４．その他（具体的に：                     ) 

５．わからない 
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Ｑ２０．洪水や水害の危険性がある地区内に、特養ホーム（福祉施設）などがある場合どのような対策が必要だと思

いますか。あなたの考えに近いものを選んでください。（○は３つ、最も重要なもの◎） 

１． 施設の管理者が責任をもって避難計画を策定する（修正備考：順番並び替え） 

２． 自治体が積極的に関与し、避難が円滑にできるようにすべきである。 

３． 上記に加え、町内会としてもひごろのお付き合いから考えておくべきである。 

４． 浸水リスクのある地域に建設させないこと 

５． 緊急的な止水対策の実施 

６． 分からない 

 

 

Ｑ２１．本年も含め、ここ数年ですが、全国各地で豪雨による大きな被害が発生しています。（平成 26 年の広島市土

砂災害、平成27年の鬼怒川決壊、今年の北海道での河川はん濫災害など）このことについてあなたの考えに最も近

いものを次の中から選んでください。 

１．地球規模での気候変動が身近に迫っており、これからも同じようなことが起こると思う 

２．何かがおかしい気がしており、これからも同様なことが起こるかもしれないと心配している 

３．偶然のことが続いているだけで、いずれ元に戻ると思う 

４．いつものことで、近年に始まったことではないと思う 

５．あまり分からないし、考えたこともない 
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Q22 本年も含め、ここ数年ですが、全国各地で豪雨による大きな被害が発生しています。（平成 26年の広島市土砂

災害、平成 27 年の鬼怒川決壊、今年の北海道での河川はん濫災害など）このことについてあなたの考えに

最も近いものを次の中から選んでください       

 

Ｑ２3．あなたは、今回のような大きな被害をもたらす台風が今後どの程度の割合で発生すると考えていますか（○は１

つ）。 

 １．毎年のように起こるだろう 

 ２．5 年に 1度位起こるだろう 

 ３．10 年に 1 度位起こるだろう 

 ４．50 年に 1 度位起こるだろう 

５．2 度と起こらないだろう 

 

 

Ｑ２３．記録的な豪雨や河川の決壊やはん濫が続いています。東北や北海道は、もともと大雨に弱い地域です。新た

な水害多発時代にある中で、今後 必要と思われる以下の防災施設についてあなたはどのように思われますか。あ

なたの考えに近いものを１つお選び下さい。 

 



 CEMI環境・防災研究所 研究レポート
 

CEMI © ICHIRO MATSUO 27

 

 

Ｑ２５．新たな水害多発時代を迎え、今後 必要と思われる以下のような水害に備えたソフト対策について、あなたは

どのように思われますか。あなたの考えに近いものをお選び下さい。 
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Ｆ フ ェ ー ス 調 査 

Ｆ１．これまで、あなたや家族が、身の危険を感じるような自然災害（台風・集中豪雨・土砂災害等）を経験したことが

ありますか。 

１． ある → Ｆ２へ    ２．ない → Ｆ３へ 

 

Ｆ２．それはどのような災害でしたか。次の中から選んでください。 

 

 

Ｆ５．現在同居している人数についてご回答ください（回答者も含めて）。 

  １．ひとり暮らし ２．2 人暮らし  ３．3～4 人暮らし 

  ４．5～6 人暮らし ５．7 人以上 

 

附問 そのうち災害時に手助けが必要な方が同居していますか。該当するものに○をつけてください。（ご自分も

含めて） 

１．乳幼児・小学校低学年児      ２．1 人での避難が困難な高齢者 

３．寝たきりの方、または障害・病気などで 1人での避難が困難な方  ４．そのような人はいない 

 

 

Ｆ７．あなたは、現在の居住地（住所）にどのくらい住み続けていますか。あてはまるものに○を付けてください（○は１

つ）。 

  １．5 年未満  ２．6 年以上 10 年未満 ３．10 年以上 15 年未満 
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  ４．15 年以上 20 年未満 ５．20 年以上 30 年未満 ６．30 年以上 

 

 

Ｆ８．あなたが現在住んでいる住居の種別・構造についてご回答ください（○は１つ） 

8-1 住居の構造を選んでください。 

 １．木造 平屋     ２．木造 2 階建て以上    ３．軽重量鉄骨造   ４．鉄筋鉄骨コンクリート造 

 

     8-3 あなたが居住している階数を選んでください。 

     

Ｆ９．あなたは、地域で所属している団体や活動はありますか。該当するものを選んでください。（○は、いくつでも） 

１． 自主防災組織          ２．消防団    ３．民生委員児童委員 

４．自治会・町内会    ５．その他（                           ） 
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３章 各種調査データに基づく分析・評価（速報） 

 

3.1 雨の降り方は、変化しているのか～気候変動の影響、現象の極端化を感じる時代へ～ 

 北海道も含め北日本に台風が直接上陸した事例は、少ない。ところが今年は、すでに 7 月から 8

月のわずか一ヶ月の間に３つの台風が上陸し、多大な被害を与えている。このことも含め、国民の多

くは、明らかに雨の降り方が変わってきた、あるいはおかしいと思い始めている。一例を挙げれば、日

本近海の海面水温であるが、毎年のように記録更新が続いている。特に今年は、東北沖合で平年

比の約２～４度も高い状態が続く。 

 そのような中で、台風第 7号、第 9号、第 11 号、第 10 号が続けて東北から北海道を襲った。 

 

（１） 国民は、このところの災害をどう考えているのか。 

 雨がまとまって降ることが少ない東北や北海道地方で、台風第 10 号の際には 300～400 ミリもの

大雨が降って、様々な地域で浸水被害や土砂災害、公共施設被害が発生している。 

今年は、6 月まで台風が発生しない時期が続いた。このことは 20 年ぶりのことであった。このた

め関東地方では、少雨の影響で上流の水瓶の水量が激減し、渇水が生じている。その後も日本

の近海で熱帯低気圧が発生し、それが成長し台風にもなったりした。このようなことは、あまり生起

することのない気象現象である。 

このことを専門家のみならず、国民の多くも身の回りで起こっている変化に気づいていたのでは

ないだろうか。そのこともあって、いま起こっているようなことに、どう感じているのかを尋ねてみた。 

図３－１ 今回のような水害が今後発生する割合 

 

問いは、「今回のような大きな被害をもたらすよう台風が、今後どの程度の割合で発生するか？」

であったが、「毎年のように起こる」を選んだ人が約 7割もいた。また「5 年に 1度くらい起こる」を選

択した 2割を足すと、8割もの人たちが毎年～数年おきに起こると考えている。 
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それほど、国民にとっても、今起こっていることへの危機感は相当に高くなっていると考える。 

  

 続いて、そのように思うに至った背景を聞いた。 

問いかけは、「本年も含め、ここ数年ですが、全国各地で豪雨による大きな被害が発生しています。

（平成 26 年の広島市土砂災害、平成 27 年の鬼怒川決壊、今年の北海道での河川はん濫災害な

ど）このことについてどのように思っているか」である。  

 

いずれの地方も「地球規模の気候変動」「何かがおかしい」と考え、「今後も同じようなことが起こる」と 

8 割から 9割の人々が心配していることが分かった。 

 

（２） データで検証してみる降雨の変化 

  最近の雨の降り方でよく指摘されるのは、局地的な雨が短時間に集中して降雨量が記録的にな

ることである。気象庁が発表する記録的短時間大雨情報は、当該観測所毎に歴代一位の観測がな

された場合に発表される。今年の台風襲来時も何度か報道等で見聞きしたところである。 

 そこで気象庁所管の地域気象観測システム（アメダス※）の雨量データを気象庁ホームページか

らダウンロードして、分析評価を行った。 
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地球規模での気候変動が身近に迫っており、これからも同じようなことが起こると思う

何かがおかしい気がしており、これからも同様なことが起こるかもしれないと心配している

偶然のことが続いているだけで、いずれ元に戻ると思う

いつものことで、近年に始まったことではないと思う

あまり分からないし、考えたこともない

図３－２ 集中豪雨で被害が生じていることへの考え

※ アメダス；「地域気象観測システム」、アメダスは 1974年 11月 1日に運用を開始して、現在、降水量を

観測する観測所は全国に約 1,300か所（約 17km間隔）ある。 
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図 ３－３地方別の 1時間雨量の観測記録一位が更新された観測所累計数（年ごと） 

 

 

図 ３－４地方別の 48時間雨量の観測記録一位が更新された観測所累計数（年ごと） 

 

 さらに同じアメダス観測所の観測一位年のデータを使って、全国と北海道地方と東海地方毎に「１

時間雨量」、「24 時間雨量」、「48 時間雨量」の観測史上一位記録の更新年を累積したグラフを以

下に示した。 
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図 北海道内の気象庁雨量観測所における１時間あたりの降雨量に関する観測史上 1位の更新時期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2010年前後

図 3-5 全国のアメダス雨量観測所（気象庁所管 1,300 カ所）の観測記録 1位年 
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図 3-6 北海道地方アメダス雨量観測所（気象庁所管 1,300 カ所）の観測記録 1位年 
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3.2 想定される対応策に関する期待 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-6 東海地方アメダス雨量観測所（気象庁所管 1,300 カ所）の観測記録 1位年 
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ここ 10年で見た場合に顕著な傾向はない。 



 CEMI環境・防災研究所 研究レポート
 

CEMI © ICHIRO MATSUO 36

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-7 九州地方アメダス雨量観測所（気象庁所管 1,300 カ所）の観測記録 1位年 
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直近 10年で見ると漸次的に増加している傾向にある。 
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 上記に示した図は、全国と近年の記録更新が著しい北海道地方とあまり顕著な傾向が見られない

東海地方を掲載している。これを見て理解出来るように 24 時間や 48 時間雨量よりも 1 時間雨量の

記録更新がここ 10 年ほど頻発していることが分かる。 

 さらに北海道と東北地方では、いずれも観測史上 1 位の更新がここ 10 年近くに堅調な増加傾向

にあるということは、そもそも雨に弱い北日本で毎年のように水害が続くことが改めて再認識された。  

1 時間雨量と 24 時間雨量、48 時間雨量を比較した場合に、観測史上一位更新の多さは、1 時

間雨量であることが理解できる。このことは、局地的な集中豪雨が短時間で頻発していることが想像

される。 

つまりこれまで、あまり極端な雨が少なかった北日本地域も明らかに雨の降り方が変わってきてい

ることがデータから検証できたのである。 

今後も同様なことが繰り返されるのであろう。 
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3-2. 台風第 10 号への危機感を、国民はどのように感じたか、どう行動した 

（１） 台風第１０号に関する事前に発せられた防災情報 

台風第 10 号については、台風となったのが 8月 19 日で、上陸して災害を引き起こしたのが 8月

30日なので約 12日間も日本の近海を迷走していたことになる。その間 台風第 9号と第 11号が発

生し、同じく東北地方や北海道を襲ったので、国民の関心事は立て続く水害とその後の台風第 10

号にも注がれることとなった。 

 下図は、8月 28日時点の進路予測図である。この頃は、台風が方向を変えて上陸モードに入るか

であった。当初は、関東上陸コースもあったので、首都圏にとって関心の高い台風であったし、報道

量も桁違いであったはずだ。 

その後 29 日頃から東北沿岸北上コースをとることが明らかになったが、予想された降雨量が甚

大でなかったことから気象庁は定型的な気象情報や緊急的な記者会見で、国民に対して特別な危

機感を伝えた。 

 

 図３－８ 8月 28 日時点の台風進路予想図 

 

 

 台風が北上し東北沿岸に上陸する可能性が高まった２７日あたりから気象庁は、気象情報なので

周知喚起をはじめた。今回被災した岩泉町を例に盛岡地方気象台の情報発表を整理してみる。 

 なお参考とした資料は、「岩手県災害時気象資料 平成２８年台風第１０号による大雨と暴風、波

浪（平成２８年８月２９日～３１日） 平成２８年９月２日 盛岡地方気象台」である。 
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   表３－１ 台風第 10 号に関し盛岡地方気象台が岩泉町に発表した気象情報一覧（発災まで） 

  

 一方 気象庁本庁は、台風の進路がはじめて東北沿岸を上陸するコースをとったことと、予想され

る降雨量が、２日間で３００～５５０ミリをはじき出したことから、２９日・３０日と２日続けて緊急的な記者

会見を開き、「警報級の可能性」という、これまでにない表現で危機感を伝えた。 

 図 3-10 は、その会見資料の一部を示したものである。 

 

この会見は、災害が起こる１日も前から、二度も開き、事前に注意警戒も含め周知したのは初め

てであった。ことほど気象庁が考えている危機感は、相当なものだったと考える。これを会見で伝え

聞いた報道機関も呼応するように、ニュースや気象コーナでいつも以上に注意警戒を周知した。 

 

府県気象情報（台風） 注意報 警報 土砂災害警戒情報

27日 16時50分 第１号

28日 17時44分 第２号

29日 5時14分 強風継続

6時47分 第３号

11時55分 大雨

17時06分 第４号

17時11分

17時39分 第５号

18時55分 大雨・高潮 波浪

30日 1時54分 洪水・雷 波浪継続

5時19分 継続 大雨（土）・暴風

6時43分 第６号

7時08分 第７号

10時16分 継続 大雨（土浸）・洪水・高潮

11時23分 第８号

11時38分 第1号

11時59分 第９号

12時37分 第2号

13時39分 第3号

14時06分 第4号

14時40分 第5号

14時57分 第１０号

15時13分 第6号

15時39分 第7号

16時08分 第8号

16時40分 第１１号

17時27分 第１２号

18時05分 第１３号

18時07分 第9号

18時15分 第１４号

19時46分 第10号

20時08分 高潮 継続

20時55分 第１５号

19時過ぎに小本川　はん濫発生

発表時刻



 CEMI環境・防災研究所 研究レポート
 

CEMI © ICHIRO MATSUO 40

 

 しかし台風が、上陸した岩手県沿岸では、岩泉町を中心に23名の死者・行方不明者を出した。災

害後に岩泉町の町長は「想定外の増水」とコメントしたが、予め気象庁が予想降雨量は３００～５５０ミ

リと伝えていたことを考えると、想定されていたことであり、想定外という認識はあたらない。 

       図 3-10 台風第 10号に関する気象庁会見資料より（8月 29 日実施） 
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（２）国民は、どのように危機感を醸成して行ったか 

国民は、前述したような防災気象情報を見聞きしてどのように危機感を醸成していった

のだろうか？まず「台風第 10号に関する情報を見聞きしてどう感じたか」を聞いてみた。  

調査対象の全数で見ると、 大変なことが必ず起こる。（9.7％）、②何かが起こるかもしれ

ない。（31.9％）、③注意しなければ。（53.8％）であった。地域別に見ると台風が北上し、東

北沿岸を目指し始めたころ、岩手県民の半数以上が「何かが起こるかもしれない」と強い危

機感を感じていたようである。 

 

  

 「大変なことが必ず起こる」「何かが起こるかも」と高い危機感を持った人々がいつ頃から、そう思い

始めたのかをクロスしてみた。 
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Q1.台風10号の情報を受けてどう感じたか （1387）

大変なことが必ず起こると思った。 何かが起こるかもしれないと思った。

注意しなければと思った。 特に何も思わなかった。
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半数は、8 月 28 日頃のかなり早い段階から危機感を持っていたことが分かった。これは気象庁が、

「警報級の大雨」を伝え始めた頃と符合する。 

 

さらに台風第 10 号に関する情報を見聞きして「大変な事が必ず起こる」「何かが起こる」を選択し

た人々が、どのような影響（想定される被害）が起こりうるかについてクロス集計で整理してみた。 

次図は、 その結果であるが、浸水被害や河川のはん濫・決壊の可能性を選んだ人々は、3 割にも

上った。 

 
 

 さらに、そのように思った一番強いきっかけを聞いた。 

様々な災害調査でいえることであるが、テレビやラジオのニュースや気象解説で「危機感」を持った

人の割合は、60％から 70％に上り、あとはインターネット経由で調べた情報などが、10％強となって

いる。  
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 さらに気象庁や報道機関などが使った防災キーワードで「危機感の高いグループ」が 

危機感の醸成に繋がった言葉を聞いてみた。このクロス集計の結果は、 

 

 1 位 猛烈な台風           １８１人/576 人 

 2 位 ここ 10 年で最悪の・・     139 人 

 3 位 非常に強い台風        107 人 

 4 位 史上初のルート          62 人 

 5 位 最悪のコース           43 人 

 6 位 警報級の大雨           31 人 

 

となった。 
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そこで地域別に見てみると、いずれの地域も傾向は、同じだが明らかに異なるのは、「史上初のコ

ース」に対して宮城県、岩手県の回答者の反応が高いところが特徴的な結果となった。 
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（３）調査対象者が必要とした防災情報 

さらに台風や大雨の際に、一番ほしいと思う情報を尋ねた。 

この回答結果には、地域差が出たが、それぞれが身近な河川の情報や降っている雨の量などを最

も必要としていた。加えて自分自身がいる場所の危険性（リスク情報）が分かる情報についても欲し

ていることが分かった。 

 今回 最も被害のあった岩手県と昨年 鬼怒川で決壊災害があった茨城県については、他地域と

異なる結果となっており、少し時間をかけて分析していこうと考えている。 

 

図 3-11 あなたが台風や大雨の際に重要と思う情報は何か 
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地域や流域の上流で降っている雨の

量、あるいは降りそうな雨の量。

気になる河川の映像や水位に関する

リアルタイム情報

河川の水位が堤防の天端に達するま

でどの程度の時間的余裕があるか

自分が避難すべきかどうか、科学的

な防災情報

自治体から発表されている防災情

報、避難情報

気になる河川の水位の予想

ハザードマップなどの自宅や通勤・通

学先のリスク情報

その時に自分がいる場所の危険性が

解る情報

自分や家族が行う防災行動はなにか

その他

北海道 岩手県 宮城県 茨城県 千葉県 東京都 全体



 CEMI環境・防災研究所 研究レポート
 

CEMI © ICHIRO MATSUO 47

 

さらに「避難準備情報」「避難勧告」「避難指示」についても、受け手（国民）がどの程度、防災情

報として認識しているかを聞いてみた。 

岩手県でも他の地域でも「避難準備情報」の運用に課題があると筆者は、考えている。 

問題は、いくつかあるが比較的新しい情報であるが故に、一部の自治体では防災計画に位置づ

けていないところもある。また「・・・・・情報」であって、言葉から防災行動を促す情報と誰も理解出来

ないことにある。 

 

つまり今、この法律用語である「避難勧告」「避難指示」と運用用語である「避難準備情報」につい

て、その理解度を把握することが、この用語の本質の問題を指摘するのではないかとの仮説であっ

た。次図 は、３つの用語について地域別に整理したものである。 

 

個人の命を守る重要な防災用語であることから、70％の国民は、言葉も内容も知っておくべきで

ある。しかし図  からも推察されるように「避難勧告」「避難指示」は辛くも 5 割は超えているが、「避

難準備情報」にいたっては、4 割台となった。 

命に直結する防災情報であれば、本来 国民の 7 割は、「その言葉の意味や求める行動」を知っ

ておくべきである。（※7割は、3 割が無関心層であると筆者は考えており、基本 7割を目指すべき） 

しかし「避難準備情報」は、55％が知らず、法律情報である「避難勧告」「「避難指示」も 48％、

45％が浸透されていない現実を考えた場合にやるべきことは多くあると思っている。 

 

自治体によっては、避難準備情報を防災計画に位置づけていないところもある。また熊本県のよ

うに「予防的避難」というまだ、少しわかりやすい表現で地域でできる範囲で改善している事例も見ら

れる。調査で東京の回答者は、これまで避難情報の発表頻度も少なく、避難が伴うような大きな災

害を経験していないことが全体的に低い回答になったものと推察される。 

しかしこれらの情報が、「発表されることも、求められる行動も知らない」国民が、１１％から２０％も存

在すること、東京都下にいたっては「避難準備情報」を３割弱の人々が「知らない」という事実を、防

災機関や報道機関の伝え手は、知っておくべきとも考えている。 

 

「避難準備情報」は、もともとは「避難勧告準備情報」として名古屋市が東海豪雨以降に行政内

部の運用情報として活用していたものを参考にして、いまのような形になった理解している。 

この結果を踏まえると「勧告」「指示」と違って「・・・・情報」に防災行動を期待するのは、半数近く

が情報の意味合いや求める行動を理解していない現状では、表現も含めた見直しが必要と筆者は

考えている。 
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39.6%
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茨城(113)

宮城(112)

岩手(113)

北海道(825)

Q14 避難準備情報について（1387）

発表されることも求められる行動も知っている

発表されることは知っていたが、求められる行動は知らなかった

発表されることも求められる行動も知らなかった
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36.6%

43.2%
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34.5%
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11.5%
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北海道(825)

Q14 避難勧告について（1387）

発表されることも求められる行動も知っている

発表されることは知っていたが、求められる行動は知らなかった

発表されることも求められる行動も知らなかった
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Q14 避難指示について（1387）

発表されることも求められる行動も知っている

発表されることは知っていたが、求められる行動は知らなかった

発表されることも求められる行動も知らなかった
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（４）防災対応行動への課題は、何か 

 下図は、対象者全員に浸水被害が発生する危険性を聞いたものである。 

この問いかけに、「危険性がある」と回答したのが計 36％となった。 

 
 併せて水害に直面した場合に、家庭で心配していることを聞いた。水害の心配のない地域に住ん

でいる人が 24％いるという前提で、 

「避難するタイミングが分からない」 38％ 

「地域の危険性が分からない」 25％ 

「子供や高齢者の安全確保や避難支援をどうするか」 18％ 

「水害時の防災情報の入手方法が分からない」 13％ 

「避難すべき場所が分からない」 10％ 

となった。 

 

表 3-3 ご家庭で水害に直面した（あるいはしそうになった）場合に、どのようなことが心配か（MA） 

  

浸水したことがある
3% 危険性は高いと思う

6%
ある程度の危険性が

あると思う
27%

危険性は低いと思う
42%

危険性はないと思う
22%

Q11 あなたの自宅やお住まいの地域で、床上浸水のような浸水被害

が発生する危険性 全体(1351)

n

自分のい
る地域の
危険性が
分からな
い

避難する
タイミング
が分から
ない

避難すべ
き場所が
分からな
い

交通機関
の運行や
通行止め
などの交
通情報の
入手方法
がわから
ない

水害時の
防災情報
の入手方
法が分か
らない

地下室や
地下駐車
場への浸
水

子供や高
齢者など
の安全確
保や避難
支援をどう
するか

水害への
対策をして
いるので、
心配はな
い

水害の心
配のない
地域に住
んでいる その他

全数 100.0% 25.3% 38.9% 12.2% 10.5% 13.3% 7.6% 18.0% 2.6% 24.6% 2.4%

東京都 100.0% 34.2% 44.1% 18.0% 11.7% 18.0% 14.4% 19.8% 1.8% 21.6% 0.0%
千葉県 100.0% 10.6% 35.4% 9.7% 8.0% 12.4% 3.5% 18.6% 2.7% 35.4% 1.8%
茨城県 100.0% 23.0% 29.2% 14.2% 12.4% 15.0% 3.5% 10.6% 1.8% 34.5% 3.5%
宮城県 100.0% 21.4% 42.0% 11.6% 9.8% 7.1% 3.6% 17.9% 3.6% 28.6% 0.0%
岩手県 100.0% 24.8% 32.7% 16.8% 5.3% 11.5% 3.5% 17.7% 3.5% 28.3% 5.3%
北海道 100.0% 27.0% 40.4% 10.9% 11.3% 13.6% 9.0% 18.8% 2.5% 21.1% 2.5%

宗谷地方 100.0% 29.4% 47.1% 14.7% 11.8% 2.9% 2.9% 17.6% 2.9% 14.7% 0.0%
上川地方 100.0% 30.6% 36.0% 10.8% 13.5% 19.8% 9.9% 18.0% 2.7% 20.7% 2.7%
空知地方 100.0% 26.7% 38.1% 10.5% 7.6% 11.4% 6.7% 20.0% 4.8% 24.8% 4.8%
石狩地方 100.0% 24.8% 43.4% 13.3% 9.7% 12.4% 7.1% 15.9% 0.9% 28.3% 2.7%
十勝地方 100.0% 27.5% 37.6% 8.3% 14.7% 19.3% 17.4% 25.7% 1.8% 20.2% 1.8%
根室・釧路地 100.0% 23.6% 46.2% 10.4% 9.4% 9.4% 10.4% 15.1% 1.9% 16.0% 0.9%
網走・北見地 100.0% 22.7% 30.9% 10.0% 9.1% 10.0% 10.9% 13.6% 0.9% 26.4% 4.5%
胆振・日高地 100.0% 30.6% 45.9% 11.7% 14.4% 17.1% 4.5% 26.1% 5.4% 11.7% 1.8%
檜山地方 100.0% 34.6% 50.0% 11.5% 11.5% 7.7% 0.0% 7.7% 0.0% 26.9% 0.0%
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さて、そのような環境下にあって調査対象者が、台風第 10 号に対してどのような防災行動をとっ 

たかを聞いた。（※複数選択が可能なマルチアンサー） 

 最も多く選択したのが、「詳しい台風情報をインターネット等で調べた」であった。続いて、 

「台風が接近する時間帯は、外出を控えた」 

「風で飛ばされやすいものを片付けた」 

「雨戸を閉めたり、戸締まりをしっかりした」 

などのより具体的な防災行動であった。 

 

特に雨戸を閉めたりや戸締まりは、茨城県が突出している。昨年の鬼怒川決壊災害が身近であっ

たことが影響しているのであろうか。北海道の人々は、雨による被害は被ったが、当初から台風の影

響を直接受けるコースではなかったことが、他と比べてとった対応行動の少なさに繋がっていると推

定する。 

図 3-12 ご自身や家族を守るために行った防災行動（マルチアンサー） 

 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

詳しい台風情報をインターネット等で調べた。

台風が最接近する時間帯は、外出を控えた。

雨戸を閉めたり、戸締まりをしっかりした。

風で飛ばされやすいものを片付けた。

家族で台風や避難のことを話し合った。

学校の休校について確認した。

会社の通勤について確認した。

車を安全なところへ移動させた。

避難の準備をした。

2階や高いところへ一時的に移動した。

自宅は、もともと安全なところにあるのであまり…

指定の避難所へ避難した。

何もしなかった。

その他

北海道 岩手県 宮城県 茨城県 千葉県 東京都 全数
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次に 「自治体から避難勧告や指示が発表された」場合にどのような防災行動を取るかを聞いた。 

         図 3-13 避難勧告または指示が発表された場合の行動は？ 

 
本設問への回答は、調査対象者の災害環境や居住環境によって回答傾向も異なる。参考に次

表に調査対象者の属性データから住居構造を示した。この回答結果から類推出来るように東京や

千葉の回答者は、集合住宅等への居住率が高くなっており、在宅避難を選択する環境に多くの回

答者がいることが理解出来る。 

 

 以外だったのは過去の避難の実態から考えれば、「明るいうちならば指定避難所に避難する」回答
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0.331651045
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0.027

0.035
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0.152
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0.071
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0.018745494

0

0.009
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0.018
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0.024242424

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

総数(1387)

東京（111）

千葉（113）

茨城（113）

宮城（112）

岩手（113）

北海道

（825）

Q17 大雨で「自治体から避難勧告や指示」が発表されたとき 全体
(1387)

マンション等の高層住宅なので自宅いて外出を控える。（在宅避難）

いつも自宅の2階への垂直避難を考えている

外がくらい時に避難の呼びかけがあっても外は危険なので自宅にいる

明るいうちならば自治体が指定している避難所に避難する

自宅に一人で避難出来ない体の弱い者がいるので容易に避難出来ない

災害の危険性がないところに住んでいるので避難はしない

どのような行動をすべきか分からない

その他
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者が、20％から 38％になったことである。他にくらべ北海道が、非常に高い割合を示した。 

表 3-4 調査対象者が居住する住居の構造 

 

 

さらに「避難の呼びかけ」が行われた場合で、避難経路上の路面冠水がどの程度であったら水平

避難（避難所等への移動避難）することをためらうかを聞いた。 

        図 3-14 避難路の冠水度合いに関する避難行動への障壁（浸水深） 

 

 

 さらに二者択一方式であるが、身を守る防災行動についてそれぞれの考えを聞いた。 

くるぶし程度
41%

ひざのあたり
38%

腰のあたり
8%

胸のあたり
1%

分からない
12%

Q16大雨時に自治体から避難の呼びかけが行われた場合、道路

の水位がどの程度だったら指定の避難所へ避難するのをためらう

か 全体(1387)
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図 3-15 空振りの可能性も含め、早めの避難の呼びかけ 

 

自治体や地域でタイムラインを協働して思うことの一つとして、居住地域が危険なところに

いる多くの住民は、安全な避難場所があれば、ちょっとした後押しがあれば避難するのである。

加えて明るいうちに早めの避難を促すことにも否定的な意見は少ない。これは三重県紀宝町や

高知県大豊町での取り組みから分かったことであった。 

上記の設問も空振りになる可能性があったとしても早めに明るいうちに避難行動することへ

多くの方々が肯定的である。自治体は勇気を持ってあたるべきである。 

 

       図 3-16 何も起こらなくて良かったと思う文化に 

 
       

91.9%

88.3%

92.9%

92.9%

88.4%

96.5%

92.0%

8.1%

11.7%

7.1%

7.1%

11.6%

3.5%

8.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総数…

東京…

千葉…

茨城…

宮城…

岩手…

北海…

Q15 たとえ空振りになる可能性があっても、避難勧告や避難指示は、明るいう

ちに動けるように早めに出すべきだ （1387)

そう思う ややそう思う

86.2%

91.0%

92.0%

98.2%

93.8%

94.7%

93.2%

13.8%

9.0%

8.0%

1.8%

6.3%

5.3%

6.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総数(1387)

東京(111)

千葉(113)

茨城(113)

宮城(112)

岩手(113)

北海道(825)

Q15 避難を求められて行動したにしても、結果的に被害が起こらなくても、何もなくて良

かったと思うようにすべきだ （1387)

そう思う ややそう思う
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 タイムラインを進めていて思うことに、仮に防災対応への空振りに対する住民意識であった。 

実際にどのように考えているかであったが、大多数が「何も起こらなくて、よかった」と考えることに肯定的で

あった。 

 

図 3-17 いざと云うときは、我が身を守れ 

 

 「自助」への考えを聞いた。高い割合で、個人や自らで命を守る行動が重要であると考えている。 

            図 3-18  自治体の役割（責務） 

 

加えて「自治体の役割」を聞いた。 
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96.4%

96.5%

100.0%

94.6%
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96.6%

3.2%

3.6%

3.5%
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東京(111)

千葉(113)

茨城(113)

宮城(112)

岩手(113)

北海道(825)

Q15 いざと云うときは、自らの命を守る行動が重要である（1387)

そう思う ややそう思う
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95.6%

96.5%

94.6%
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95.6%

4.5%

7.2%

4.4%

3.5%
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東京(111)

千葉(113)

茨城(113)

宮城(112)

岩手(113)

北海道(825)

Q15 災害時に自治体が行うべき事は、避難の判断やよびかけを円滑・的確に行

うことである（1387)

そう思う ややそう思う
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（４） 高齢者や要支援者への対策と避難支援をどう考えるか 

 岩手県岩泉町高齢者施設「楽ん楽ん」で起こったことは、改めて高齢者や要支援者に対する防災

対策のあり方を再考させた。 

 災害時における要支援者の避難対応は、半数近くが「家族」「地域」「行政」の３つの柱が連携して

いくべきと考えている。また「町内会」や「自主防災組織」などが役割を考えてくべきと答えた人々が

続いた。「同居家族が、対応すべき」については、いずれの地域も 10％台であるが、岩手県は 20％

を超過していた。 

 

 

 

 

0.147801009

0.153

0.124

0.133

0.107

0.204

0.15030303

0.274693583

0.324

0.354

0.274

0.304

0.212

0.261818182

0.501802451

0.414

0.451

0.504

0.509

0.549

0.512727273

0.007209805

0.018

0.009

0.018

0

0

0.006060606

0.068493151
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0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

総数(1387)

東京(111)

千葉(113)

茨城(113)

宮城(112)

岩手(113)

北海道
(825)

Q19 洪水や水害の危険がある地区内に、一人で避難することが出来ない要支援者がいた場合、このよ

うな方々の避難はどのようにしたらよいと思いますか

全体(1387)

同居する家族が対応すべきだ

町内会や自主防災会など地域で役割を考えるなどしていくべきだ

家族や地域と行政が連携し考えていくべきである

その他

わからない
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 さらに高齢者福祉施設において必要な対策について、最も重要だと思うことを聞いた。 

東京の回答者をのぞけば、 

 1 位 浸水リスクのある地域に福祉施設は建設させない。 

 ２位 施設管理者が避難計画を策定する。 

 ３位 自治体が積極的に関与し、避難が円滑に出来るようにする。 

 と続いた。 
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東京(111)
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宮城(112)

岩手(113)

北海道(825)

Q21 特養ホーム（福祉施設）に必要な対策のうち、あなたが最も必要だと思う対策

(1387)

施設の管理者が責任をもって避難計画を策定する

自治体が積極的に関与し、避難が円滑にできるようにすべきである。

施設管理や自治体に加え、町内会としてもひごろのお付き合いから考えておくべきである。

浸水リスクのある地域にそのような施設は建設させない

施設にはん濫水などが入らないような緊急的な止水対策の実施

分からない

その他
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３－３．気候変動の影響が顕在化する中で必要な対策は何か 

 これまで述べたように気象現象の極端化が継続し、降雨記録を更新している地域が顕著であるこ

と、さらにそのような状況も含め多くの国民は、相当な危機感を持っていることが理解できた。 

 そのような中で必要な対策について、選択方式であるが、筆者の考える適応策を列記して聞いて

いる。防災基盤の強化（ハード対策）の視点と防災体制や制度等（ソフト対策）の視点で対象者に問

うてみた。 

 

（１） まちづくりや防災施設（堤防や貯留施設）での対応策 

 対象者全員の回答を対応策毎に整理した。加えてそれぞれの対応策に関して地域性を見てみる。 

     図 3-19 新たな水害多発時代にある中で、必要な防災施設の対応策について 
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35.3%

36.3%

34.8%

26.5%
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1.7%
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2.7%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

河川のはん濫や決壊を防止するために超過

分の洪水のみを緊急的に貯めることの出来る

洪水貯留型ダムの整備

増水時に農地に水を一時貯留させるような遊

水機能を持った貯留地

洪水を流れやすくするために川底を掘る、河床

掘削

簡単にあふれない、壊れない安全度のより高

い堤防

氾濫が発生しても被害が広がるのを防止し、

避難する時間を稼げる堤防

氾濫発生後に排水を迅速に行える、復旧が早

い耐水性の高いまちづくり

浸水リスクの高いエリアの土地利用に規制を

かけるなど安全面を考慮したまちづくり

企業や工場を浸水から守る土地のかさ上げや

止水板の設置などの対策

地域の基幹産業となっている、重要な農地や

工場などを保護する水害対策

そう思う ややそう思う ややそう思わない そう思わない
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 台風第 10 号では、農地や地域の基幹産業となっている工場等が、浸水し長期に休業を余儀なく

された。特に我が国の食糧基地であ北海道での被害が顕著であった。 

 それもあって、地域の基幹産業を守るための水害対策や止水対策の必要性を聞いてみた。回答

には偏りもあるが、農地・工場等の基幹産業への水害対策推進へ理解のある意見が多く見られた。 
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Q24 地域の基幹産業となっている、重要な農地や工場などを保護する水害対策

（1387）

そう思う ややそう思う ややそう思わない そう思わない
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Q24 企業や工場を浸水から守る土地のかさ上げや止水板の設置などの

対策（1387）

そう思う ややそう思う ややそう思わない そう思わない
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都市部の浸水被害は、様々な被災形態がある。街中のアンダーパスにおける車の水没被害、地

下鉄・地下街への雨水流入、極端な局地豪雨による下水幹線からの逆流現象などが顕著な事例と

してあげられる。 

都市まちづくりなどで、従来 浸水リスクを意識した防水施設計画の視点はあまりなかった。 

今後 雨の降り方がさらに極端化することによって、先に述べた浸水被害が顕著に私たちの周りで

見られるだろうし、人的被害も増えるだろう。 

すでにある施設に対して防水工事を進めることはむろん、都市まちづくりにおいて水害リスクを念

頭においた対応策の推進が必要なことはいうまでもない。 
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Q24 浸水リスクの高いエリアの土地利用に規制をかけるなど安全面を考慮したまちづくり

（1387）

そう思う ややそう思う ややそう思わない そう思わない
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Q24 氾濫発生後に排水を迅速に行える、復旧が早い耐水性の高いまち

づくり（1387）

そう思う ややそう思う ややそう思わない そう思わない
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 これからの治水対策は、適応策の濃淡で対応せざるを得ないと思っている。完全にハードで地域

を守ることは難しい。しかし、ハードを総合的に考えて、ある部分を壊れにくくすることによって、逃げ

る時間を稼いだり、突出する水量を吸収できる適応策はあるはずだ。 

 そのひとつとして破堤しずらい堤防技術は、現在もあるがそのことに対する考えを聞いてみた。 

 

また超過分の洪水を吸収する方策として、川に堆積している土砂や石を掘削して容量を確保する適応

策にも聞いてみた。 
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Q24 氾濫が発生しても被害が広がるのを防止し、避難する時間を稼げる堤防

（1387）

そう思う ややそう思う ややそう思わない そう思わない

24.0%

22.5%

28.3%

22.1%

20.5%

19.5%

25.0%

45.1%

45.9%

45.1%

53.1%

48.2%

41.6%

44.0%

23.9%

24.3%

20.4%

19.5%

25.9%

30.1%

23.8%

7.0%

7.2%

6.2%

5.3%

5.4%

8.8%

7.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(1387)
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Q24 洪水を流れやすくするために川底を掘る、河床掘削（1387）

そう思う ややそう思う ややそう思わない そう思わない
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 遊水池適応策も超過分をあえてはん濫させて吸収する従来型の方策あるが、今回 農地が被害を受

けたこともあって、どのように考えるかを聞いてみた。 

 

次に河床掘削や堤防の強化も困難な場合に考えられる適応策として、超過分の洪水量を緊急的に 

ため込むだけの常時流下型緊急時貯留方式の河道ダムを想定した上で、その適応策に聞いて見た。 

どう吸収するかの説明はなしにすこし乱暴すぎる設問であったが、回答者の多くが真摯に回答しているこ

とが今回の結果から理解できた。 
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Q24 増水時に農地に水を一時貯留させるような遊水機能を持った貯留地（1387）

そう思う ややそう思う ややそう思わない そう思わない
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Q24 河川のはん濫や決壊を防止するために超過分の洪水のみを緊急的に貯めることの

出来る洪水貯留型ダムの整備について（1387)

そう思う ややそう思う ややそう思わない そう思わない
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（２） 地域の防災力やタイムラインなどのソフト的な対応策について 

 次に顕在化している気象現象の極端化（水害の多発と拡大）に対して、必要なソフト的な適応策につい

て、調査対象者に聞いた。 

 

すべての対応策について肯定的な回答であった。特に 

 ① 浸水リスク地域にある施設は避難計画の作成を義務化する。 

 ② 防災期間は、タイムライン防災など早めの防災対応計画を策定する。 

 ことにより前向きの回答が得られたと考えている。 

 

 

 

それぞれの設問について地域別に傾向を見てみる。 
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0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

大きな河川だけでなく中小河川などすべての河川

の浸水域や深さを公表する

浸水のおそれのある地域に立地する施設は避難計

画の作成を義務化する

防災機関は、タイムライン防災など早めの防災対応

計画を策定する

はん濫水に応じて高さを調節できる可搬型の積み

上げ式の堤防

はん濫の状況に応じて、浸水地域への立ち入り規

制（警戒区域）を臨機に行えるようにする

行政からの指示や依頼ではなく、災害時に地域が

危機感を感じて自発的に行動するコミュニティを構

築する

そう思う ややそう思う ややそう思わない そう思わない
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水害や土砂災害等からの減災を実現するためには、国民一人一人が正しい被災回避行動を行

う社会になることが理想である。 これまで筆者が行った災害調査から言えることとして、防災の観点

で見た場合に、地域は必ずしも一枚岩ではないと考えている。 

地域コミュニティの規模にもよるが大規模災害での課題は、地域の連携力にあると言っても過言

ではない。数少ない例であるが、自主防災組織や自治会が自発的に防災行動するところは、災害

にも強い地域でもある。（兵庫県佐用町久崎地区） 

その意味で筆者が、重要と思っている取組みが、「地域が危機感を感じて、自発的に防災行動す

るコミュニティへの構築」が近道だと考えている。 

そのことを聞いてみた。 
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東京都

千葉県
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宮城県

岩手県

北海道

Q25 行政からの指示や依頼ではなく、災害時に地域が危機感を感じて自発的に行動する

コミュニティを構築する（N=1387)

そう思う ややそう思う ややそう思わない そう思わない
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さらに浸水リスクのある地域へ一時的に入り込みを制限する方法として、警戒区域※の設定がある。 

 

※災害対策基本法第 63 条に基づいて、災害によって退去を命じる区域をいう。避難の指示（避

難勧告）とは異なり、罰則付きで区域内への立ち入りが制限・禁止され、許可なく区域内にとどま

る者には退去が強制される。警戒区域が設定されたのは雲仙普賢岳平成新山の噴火活動によ

るものが初めて。無断で警戒区域に侵入した場合は、下記の懲役・罰金が科される場合がある。

（市町村長が設定する。違反者は 10 万円以下の罰金又は拘留） 

 

 たとえば地下街への浸水が想定される場合に、短時間で退避を実現させたり、近い将来に明らか

に危険なエリアになりうる箇所へ国民の出入りを防止するなど想定されるが水害での実施例は、な

い。 
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Q25 はん濫の状況に応じて、浸水地域への立ち入り規制（警戒区域）を臨機

に行えるようにする（N=1387)

そう思う ややそう思う ややそう思わない そう思わない
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 我が国には、地域の防災文化があった。「畳堤」はその一例である。 

（wiki より） 

※畳堤（たたみてい）とは、既存の堤防の上に近隣住居の畳をならべて堤防の嵩上げを地域社会で行うものであ

る。兵庫県の揖保川[1]（たつの市龍野町、揖保川町、御津町）、岐阜県岐阜市の長良川、宮崎県延岡市の五ヶ瀬

川の一部で見ることができる。 

 超過洪水に対する堤防の嵩上げが可能なところはそれを目指すべきであるが、それも時間と予算

がかかる。欧米では、さきの「畳堤」のような移動式の堤防を架設し、地域を守る仕組みがある。  

 

 現代版 畳堤である。（ドイツにて、筆者資料） 
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Q25 はん濫水に応じて高さを調節できる可搬型の積み上げ式の堤防（N=1387)

そう思う ややそう思う ややそう思わない そう思わない
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 タイムライン防災への理解度は、どうか別にしても早めの防災対応計画というところに賛同したもの

と推測している。しかしほとんどの地域で、高い回答を得ることとなった。 
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Q25 防災機関は、タイムライン防災など早めの防災対応計画を策定する

（N=1387)

そう思う ややそう思う ややそう思わない そう思わない
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岩泉町の高齢者福祉施設を意識した設問となったが、「浸水域に立地する施設は、避難 

計画の作成を義務化」すべきという問いかけに対してかなり高い割合の人が「そう思う」と回答してい

る。「ややそう思う」を足すと東京都をのぞけば、９５％が肯定した。 

 
加えて、「中小河川も含め浸水リスクのある河川の浸水域や深さを公表する」ことについて聞いてみ

た。 
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Q25 浸水のおそれのある地域に立地する施設は避難計画の作成を義務化

する（N=1387)

そう思う ややそう思う ややそう思わない そう思わない
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Q25 大きな河川だけでなく中小河川などすべての河川の浸水域や深さを公

表する（N=1387)

そう思う ややそう思う ややそう思わない そう思わない



 CEMI環境・防災研究所 研究レポート
 

CEMI © ICHIRO MATSUO 68

 

４章 参考資料（自由回答の要約） 

 最後に「今回の台風災害に関して人的被害を防止するには、どうすれば良かったか」を聞いた。「早め

の避難情報の発表や行動」「防災意識の高揚」「自治体、住民などの意識改革」「リスク情報の明示やわ

かりやすさ」などを指摘する声が多かった。下記は、その回答のうち主なものを記載したものである。 

 

 

 



 CEMI環境・防災研究所 研究レポート
 

CEMI © ICHIRO MATSUO 69

 

 

 

 

 

 

 

 



 CEMI環境・防災研究所 研究レポート
 

CEMI © ICHIRO MATSUO 70

 

 

 
 

 

 

 



 CEMI環境・防災研究所 研究レポート
 

CEMI © ICHIRO MATSUO 71

 

 

 

 

 

 

 



 CEMI環境・防災研究所 研究レポート
 

CEMI © ICHIRO MATSUO 72

 

 

 

 
 

 

 



 CEMI環境・防災研究所 研究レポート
 

CEMI © ICHIRO MATSUO 73

 

 

 

 

 

 

 



 CEMI環境・防災研究所 研究レポート
 

CEMI © ICHIRO MATSUO 74

 

 

 

 

 

 

 



 CEMI環境・防災研究所 研究レポート
 

CEMI © ICHIRO MATSUO 75

 

 

 

 
 

 



 CEMI環境・防災研究所 研究レポート
 

CEMI © ICHIRO MATSUO 76

 

 

 

 
 

 

 

 



 CEMI環境・防災研究所 研究レポート
 

CEMI © ICHIRO MATSUO 77

 

 

 

 

 

 

 



 CEMI環境・防災研究所 研究レポート
 

CEMI © ICHIRO MATSUO 78

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

台風第 10 号に関する防災対応行動調査 速報 

平成 28 年 11 月 11 日 

 

特定非営利活動法人 環境防災総合政策研究機構 環境・防災研究所  

〒160-0011 

東京都新宿区若葉 1-22 ローヤル若葉 505 号 

℡03-3359-7971 Fax 03-3359-7987   

E-mail matsuo@npo-cemi.com  HP http://www.npo-cemi.com  

 

 Copyright  CeMI All rights reserved  無断転載厳禁 


